
 

豊岡市子ども・子育て会議条例の改正内容 

 

豊岡市子ども・子育て会議条例（改正後） 

 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第72条第１項の規

定に基づき、同項の合議制の機関として、豊岡市子ども・子育て会議（以下「会議」とい

う。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 ⑴ 法第72条第１項各号に掲げる事務 

 ⑵ こども基本法（令和４年法律第77号）第10条第２項に規定する市町村こども計画の策定及

び推進並びに同法第２条第２項に規定するこども施策（以下「こども施策」という。）の推

進に関する重要事項を調査審議すること。 

 （組織） 

第３条 会議は、委員18人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が任命する。 

 (1) 子どもの保護者 

 (2) こども施策に関する事業に従事する者 

 (3) こども施策に関し学識経験のある者 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第５条 会議に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （部会） 

第６条 会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する

者が、その職務を代理する。 

６ 会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって会議の議決とすることができる。 

 （会議） 

第７条 会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、会議に出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ
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ろによる。 

４ 会議は、必要に応じて委員以外の者の出席を求めて意見を聴き、又は必要な説明若しくは資

料の提出を求めることができる。 

５ 前各項の規定は、部会の議事について準用する。 

 （庶務） 

第８条 会議の庶務は、こども未来部において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定

める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （招集の特例） 

２ 委員の任命後最初に開かれる会議は、第７条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

   附 則（令和４年12月27日条例第40号） 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則（令和５年１月19日条例第１号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則（令和５年12月26日条例第42号） 

 この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 
新旧対照表 

改正前 改正後 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 会議は、法第72条第１項各号に掲げ

る事務を処理するものとする。 

第２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 ⑴ 法第72条第１項各号に掲げる事務 

 ⑵ こども基本法（令和４年法律第77号）第1

0条第２項に規定する市町村こども計画の

策定及び推進並びに同法第２条第２項に規

定するこども施策（以下「こども施策」とい

う。）の推進に関する重要事項を調査審議す

ること。 

（組織） （組織） 

第３条 略 第３条 略 

２ 略 ２ 略 

⑴ 略 ⑴ 略 

⑵ 子ども・子育て支援に関する事業に従 ⑵ こども施策     に関する事業に従



 

事する者 事する者 

⑶ 子ども・子育て支援に関し学識経験の

ある者 

⑶ こども施策     に関し学識経験の

ある者 

⑷ 略 ⑷ 略 

  

 

 

○こども基本法（抜粋） 

（定義） 

第２条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関する施策及びこ

れと一体的に講ずべき施策をいう。 

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの心身の発達

の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援 

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、出産、育児

等の各段階に応じて行われる支援 

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備 

（都道府県こども計画等） 

第 10 条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計

画（以下この条において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道

府県こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計画（以下この条にお

いて「市町村こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

 

○子ども・子育て支援法（抜粋） 

(定義) 

第６条 この法律において「子ども」とは、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの

間にある者をいい、「小学校就学前子ども」とは、子どものうち小学校就学の始期に達するま

での者をいう。 

２ この法律において「保護者」とは、親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現

に監護する者をいう。 

第７条 この法律において「子ども・子育て支援」とは、全ての子どもの健やかな成長のために

適切な環境が等しく確保されるよう、国若しくは地方公共団体又は地域における子育ての支援

を行う者が実施する子ども及び子どもの保護者に対する支援をいう。 

第 72 条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その

他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第 31 条第２項に規定する事項を処理する

こと。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第 43 条第２項に規定する事項を処理する

こと。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第 61 条第７項に規定する事項を処理するこ

と。 

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必

要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 


